
施

でいく。

■ 耐震化助

策

成制度の見直しの検討

の

を行うとともに、情報

概

発信や啓発活動等の強

要

化により助成制度の利

柱

用促進を図　

　り、令

立

和７年度までに住宅の

て

耐震化率95％を目指

9

す。

担 当 課 名 建・建築

【

防災課（取りまとめ）

ま

電 話 番 号 03-388

ち

0-5463 E-ma

】

il kenchiku

地

-bousai@ci

域

ty.adachi.

の

tokyo.jp

　密

個

集市街地整備事業では

性

、庁内関係部署をはじ

を

め、地域の理解が得ら

活

れるようにまちづくり

か

協議会と連携して円滑

し

な事業の推進に努めて

た

いる。不燃化促進事業

都

では、都第六建設事務

市

所など街路事業施行者

基

と連携して、道路整備

盤

の進

捗に合わせた事業

が

実施に努めている。

協

整

働・協創 　耐震化促進

備

事業では、東京都や建

さ

築士事務所協会、東京

れ

土建一般労働組合、建

た

設業協会と協働し、普

ま

及啓発に取組

の 取 組 み

ち

んでいる。また、空家

施

対策や耐震補強などの

策

減災対策をセットで行

群

うことで関連部署と連

名

携を図りながら、取り

9

組み

を進めていく。

【

災

目標】11 住み続け

害

られるまちづくりを　

に

【ターゲット】11.

強

5　2030年までに

い

、貧困層及び脆弱な立

ま

場にある人々

の保護に

ち

焦点をあてながら、水

を

関連災害などによる死

つ

者や被災者数を大幅に

く

削減し、世界の国内総

る

生産比で直接的経
ＳＤ

施

Ｇｓが
済損失を大幅に

策

減らす。
目指す目標

【

名

関連する理由】震災や

9

火災などに強いまちづ

.

くりを推進することは

1

、災害による死者や被

震

災者数の低減につなが

災

る
（ターゲッ

。
ト）と

や

の関
【評価】建築物の

火

耐震化及び密集市街地

災

の不燃化領域率の向上

な

を着実に推進している

ど

。
連及び評価

　指標(

に

5)【活動2-1】個

強

別相談会開催回数のR

い

6目標値について、近

ま

年の実施結果を基に4

ち

4回から30回に修正

づ

をする。

備　　　考  

く

 指標(6)【活動2

り

-2】耐震改修工事助

の

成申請件数のR6目標

推

値について、助成拡大

進

に伴い400件から4

■

50件に修正をする

。

 道路拡幅による避難路の確保や公園の整備・老朽建築物の建替えなどを着実に進めることで、密集市街地の不燃

　領域率の向上に努める。

■ 耐震化促進事業の推進により、建築物の耐震化や老朽危険家屋等の解消を進める。

施策の方向
( 目 標 )

■ 地震時に危険度の高い地域において、老朽建築物の解体等を促進する不燃化特区制度を活用し、解体が平成29年

　度68件から令和元年度には331件と大幅に増加している。

■ まちの防災性を向上させるため、密集市街地で地権者の協力を得ながら計画的に道路拡幅や公園（プチテラス）

　整備を行う事業を進めている。
現　　　状

■ 平成18年度から旧耐震基準建築物の耐震化の助成制度を開始し、近年では年間約300件の除却工事等への助成を

　行っている。

■ 耐火性能の高い準耐火以上の建築物への建替えが進まず、不燃領域率の上昇は年１％程度にとどまっているた

　め、燃えにくい建物への建替えを促進する必要がある。

■ 密集市街地で広い道路や公園等の空地が少ないことも不燃領域率の上昇を阻む原因となっている。幅６ｍ以上の

　道路を増やす、老朽化した空家がある土地を公園に整備する等、延焼を防ぐための空地の確保がより一層求められ

　ている。
課　　　題

■ 多額の費用負担と複雑な権利関係を抱える老朽建

足

築物の残存が耐震化を

立

阻害する要因となって

区

おり、これらを解

　決

　

していく必要がある。

令

■ 引き続き不燃化特

和

区制度の周知を図り、

６

老朽建築物の除却や燃

年

えにくい建物への建替

度

えを促進し、令和６年

施

度ま

　でに不燃領域率

策

67％を達成、さらに

評

市街地の焼失がほぼゼ

価

ロになる不燃領域率7

調

0％を目指していく。

書

■ 不燃領域率の低い

(

地区における密集市街

令

地整備事業の延伸や新

和

規導入を推進し、道路

５

・公園等の整備計画を

年

継続

　して進めること

度

で市街地の安全を確保

事

する。

■ 困難事例は

業

、区内事業者との協働

実

で実施する出張相談会

施

や区民まつりなど各イ

)

ベントでの個別相談会

1

を通じて、
方　　　針

 

　区民法律相談に繋い



91.4 92.6 92.9 93.3 R6 94

達　成　率 96% 97% 100% 99% 99% 99% 99% 99% -

指標名 【活動2-1】個別相談会開催回数　

定義等 個別相談会の開催回数
指

単　位 回 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 20 20 20 30 30
(5)

実　績　値 20 26 20 32 R6 30

達　成　率 100% 67% 130% 87% 100% 67% 107% 107% -

指標名 【活動2-2】耐震改修工事助成申請件数

定義等 耐震改修工事（解体工事含む）助成申請件数
指

単　位 件 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 310 300 300 400 450
(6)

実　績　値 257 236 204 368 R6 450

達　成　率 83% 57% 79% 52% 68% 45% 92% 82% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 1,877,738 1,866,453 2,278,914

人件費 834,221 748,083 814,057

総事業費 2,711,959 2,614,536 3,092,971

前年比(金額) △865,285 △97,423 478,435

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】重点的に取組む密集市街地の不燃領域率

定義等 不燃化特区内の建物の不燃化や道路、公園などの空地の状況から算出した「まちの燃えにくさ」を表す指標
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 70 64 65 66 67
(1)

実　績　値 62.2 63.2 64.1 65.2 R6 67

達　成　率 89% 93% 99% 94% 99% 96% 99% 97% -

指標名 【活動1-1】不燃化特区内の老朽住宅等除却棟数

定義等 密集市街地整備事業や不燃化特区制度により不燃化特区内で除却した老朽建築物の棟数
指

単　位 棟 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 344 369 324 340 340
(2)

実　績　値 366 256 248 244 R6 340

達　成　率 106% 108% 69% 75% 77% 73% 72% 72% -

指標名 【活動1-2】密集事業で整備した公園の総数（西新井駅西口周辺・千住仲町・千住西の3地区内）（累計）

定義等 西新井駅西口周辺地区、千住仲町地区（R4事業終了）、千住西地区で行っている密集市街地整備事業で整備した公園の数
指

単　位 か所 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 10 10 10 12 14
(3)

実　績　値 10 10 10 12 R6 14

達　成　率 100% 71% 100% 71% 100% 71% 100% 86% -

指標名 【成果2】住宅の耐震化率

定義等 区内の住宅総戸数のうち、耐震性がある住宅戸数の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 95 93 93.4 93.8 94
(4)

実　績　値



年

会８会場各２回計１６

度

回開催、モデルルーム

の

への説明２回、地区内

目

の町会へ

の回覧、掲示

標

などに周知徹底する。

6

（中期）令和７年度に

7

向けて不燃化を加速す

％

るとともに令和８年度

の

以降の制度延伸を東京

達

都に

要望する。

【耐震

成

化促進事業】(短期)

は

　説明会・相談会の実

難

施をはじめ、区ホーム

し

ページ・広報紙や公社

い

ニュース「トキメキ」

状

へ助成制度の

記事を掲

況

載し、また、各種ＳＮ

に

Ｓを利用したプッシュ

あ

型の周知・啓発活動を

る

継続して行っていく。

。

令和５年度から３年間

原

限定で耐震関係の助成

因

金を拡充し、令和６年

と

からグレーゾーン住宅

し

への耐震診断・改修工

て

事の助成を始め、

さら

建

に令和６年度から解体

替

助成も始めた。（中長

え

期）旧耐震建築物やグ

件

レーゾーン住宅の所有

数

者・管理者へ適正な維

の

持管理手法を

指導し、

伸

安全・安心に繋げてい

び

く。

今後、震災時の家

悩

屋倒壊やブロック塀の

み

倒壊から区民の人命を

な

守り、二次災害の危険

ど

を回避するため、木造

が

住宅等の耐震診断から

考

取り残しの無いよう、

え

耐震改修等の促進と併

ら

せて家具転倒による被

れ

害防止を図る。

るが、建設費の高騰などから厳しい状

4

況にある。

【活動1-

 

1】目標値を下回った

担

。令和２年度の３６６

当

棟をピークに２００棟

部

台の低迷が続いている

に

。社会情勢の影響が考

お

えられる

が、不燃化特

け

区制度が終了する令和

る

７年度を目途に棟数増

評

に向けて事業ＰＲに力

価

をいれる。

【活動1-

（

2】計画どおり千住西

部

地区で「千住大川町い

長

ろどりプチテラス」「

評

千住元町みんなでみち

価

くさプチテラス」の２

－

か所を整

備することが

１

できた。

【成果2】令

次

和３年度に耐震改修促

評

進計画を改定したこと

価

により、住宅の耐震化

）

率９５％の目標達成年

そ

度を令和７年度に改め

の

た。

令和５年度は０．

１

４ポイント上昇となっ

1

た。

【活動2-1】舎

)

人さくら祭りが年度内

施

に２回行われたため、

策

目標値を上回って開催

の

することができた。

【

達

活動2-2】令和５年

成

度から令和７年度まで

状

の３年間限定で耐震関

況

係の助成金を拡充した

と

。また、令和６年から

そ

昭和５６年６月か

ら平

の

成１２年５月までに建

原

てられた２階建ての耐

因

震性が心配される木造

の

住宅（以下グレーゾー

分

ン住宅という）の耐震

析

診断と耐震改

修工事の

【

助成を開始した。その

成

結果、診断件数は増加

果

したが、診断から改修

1

までに時間を要する事

】

から５年度の耐震改修

今

工事助成

申請件数は目

年

標に達しなかったが、

度

昨年度に比べ１．８倍

も

の申請件数があった。

例

なお、令和６年度は、

年

グレーゾーン住宅の解

並

体助

成も開始すること

み

から、申請件数は増加

の

すると考えている。

2

1

)達成状況と原因分析

.

を踏まえた今後の方向

1

性

【密集事業】（短期

％

）密集事業は、西新井

上

駅西口周辺地区、千住

昇

西地区において事業を

に

推進しており、道路拡

留

幅や公園等（プチテ

ラ

ま

ス）整備を実施してい

っ

る。また、令和７年度

た

より柳原地区において

た

も事業を導入すべく地

め

元と調整を進めていく

、

。（中長期）事

業導入

目

している地区において

標

、まちづくり協議会や

値

まちづくり新聞等を活

に

用し、地域住民や権利

届

者へ事業を周知し事業

か

を推進して

いく。

【不

な

燃化特区制度】（短期

か

）令和５年度より拡充

っ

した内容及び令和７年

た

度の不燃化特区制度終

。

了を地区内４万戸及び

令

関係事業者約

１２００

和

社へのチラシ配布を２

６

回、解体・建替え相談



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

火災防止対策事業 防・災害対策課3538 51,136 11,875 63,011 現状維持 Ａ

防災センター管理運営事業 防・災害対策課3542 118,943 39,146 158,089 現状維持 Ａ

密集地域整備管理事務 建・建築防災課3980 63,646 30,924 94,570 現状維持 Ａ

都市防災不燃化促進事業 建・建築防災課3981 35,655 4,184 39,839 拡充 Ｂ

密集市街地整備事業 建・建築防災課3983 767,300 116,240 883,540 現状維持 Ａ

建築指導事務 建・開発指導課3990 369 75,886 76,255 現状維持 Ａ

建築確認審査・検査事務 建・建築審査課3992 8,088 266,648 274,736 現状維持 Ａ

細街路整備事業 建・建築防災課3994 308,132 57,664 365,796 現状維持 Ａ

指定道路調書作成事務 建・建築防災課3996 27,605 43,288 70,893 現状維持 Ａ

建築審査会運営事務 建・開発指導課3998 2,041 22,556 24,597 現状維持 Ａ

建築物耐震化促進事業 建・建築防災課4010 526,536 56,790 583,326 拡充 Ａ

防災センター設備更新事業 防・災害対策課4919 21,577 20,426 42,003 現状維持 Ａ

老朽家屋対策事業 建・開発指導課13975 0 33,472 33,472 現状維持 Ａ

災害備蓄の管理運営事業 防・災害対策課17329 331,486 34,121 365,607 拡充 Ａ

災害備蓄倉庫整備事業 防・災害対策課23678 16

3

,400 837 17,

)

237 現状維持 Ａ

合計

施

１５事業 2,278,

施

914 814,057

策

3,092,971

の手段として位置付け



施

難行動要支援者への支

策

援を適切に行うことの

の

で

きる実効的な仕組み

概

を整備していく。

担 当

要

課 名 防・災害対策課（

柱

とりまとめ）

電 話 番 号

立

03-3880-58

て

36 E-mail sa

9

itai@city.

【

adachi.tok

ま

yo.jp

　総合防災

ち

訓練などにおいて、災

】

害時の協定を締結して

地

いる民間事業者等とと

域

もに災害に備えた訓練

の

を行っている。

災害協

個

定の締結及び災害協定

性

締結先との連携強化を

を

目指し、区民生活の安

活

全に努めている。その

か

他には、商業施設と

連

し

携し、防災フェアを開

た

催するなど普及啓発に

都

努めた。また、災害協

市

定を締結している関係

基

機関にも総合防災訓練

盤

な

協働・協創 どに参加

が

を呼びかけ連携して実

整

施することで災害対応

備

力を高めている。

の 取

さ

組 み

【目標】11住み

れ

続けられるまちづくり

た

を【ターゲット】11

ま

.5 2030年まで

ち

に、貧困層及び脆弱な

施

立場にある人々の保

護

策

に焦点をあてながら、

群

災害による死者や被災

名

者数を大幅に削減し、

9

世界の国内総生産比で

災

直接的経済損失を大幅

害

に
ＳＤＧｓが

減らす。

に

【関連する理由】震災

強

に対する意識の向上や

い

地域防災力を高めるこ

ま

とは、震災時の被害の

ち

軽減につながる。
目指

を

す目標
【評価】行政が

つ

行う「公助」だけでな

く

く、「自助」や「共助

る

」の力を高めるために

施

広く意識の向上や行動

策

計画の策定
（ターゲッ

名

支援を行ってきた。引

9

き続き、震災時に適切

.

な対応がとれる体制づ

2

くりを推進していく。

震

ト）との関
連及び評価

災

■　指標（5）につい

に

て、東京都の「地震に

備

関する地域危険度測定

え

調査（第9回）」によ

た

る危険度ランクの見直

区

しや町

備　　　考 会・

民

自治会の新設等の情報

意

を反映した結果、令和

識

６年度から最終目標値

の

を上方修正した（R6

向

＝97→103）。

■

上

　指標（6）について

と

、指標名の（累計）を

地

削除し、各年度ごとの

域

数値を記載した。

防災力の強化

■　自らの命を守る避難行動ができる区民を増やすため、啓発活動を促進する。

■　地域防災の担い手である「防災区民組織」の活動を支援することにより、地域住民が地域の実状にあわせたきめ

細かな災害対応を行うことができるようにするとともに、行動の指針となる地区防災計画の普及を進める。

施策の方向 ■　災害に対する区民の自助意識と地域における共助意識を高めることで、「地域における総合的な防災力」の強化

( 目 標 ) を図る。

■　令和元年度の世論調査では、66.4％の区民が「災害に備えて水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている」

と回答している。

■　初期消火能力及び救出救助能力の向上のため、町会・自治会に配備した消火資機材や救出救助用資機材の個別点

検に伴う訪問確認を定期的に行うとともに、地域での防災訓練の実施について働きかけている。
現　　　状

■　大地震による大規模被害が想定されるため、対策が急がれる地域から優先的に地区防災計画の策定を進めてお

り、令和元年度末までに40団体が計画を策定した。

■　防災訓練等への参加が少ない、町会・自治会に加入していない住民や、若年世代に対して、自らの命を守る「自

助」の意識の啓発を強化する必要がある。

■　地区防災計画については、危険度の高い地域に属する町会・

足

自治会に働きかけを行

立

っているが、それ以外

区

の地域

についても自主

　

的な計画の策定を促す

令

必要がある。

課　　　

和

題

■　集客力のある地

６

震体験車を活用した啓

年

発イベントや防災講演

度

会により、町会・自治

施

会の加入にかかわらず

策

様々な

年代に対して「

評

自助」の意識の普及を

価

促進する。

■　「自分

調

たちのまちは自分たち

書

で守る」という「共助

(

」の意識の浸透と「令

令

和6年度末までに10

和

3団体で地区防災計

画

５

を策定」の目標に向け

年

、引き続き区内に40

度

2ある「防災区民組織

事

」に対して配備してい

業

る資機材の点検や訓練

実

の実

施などの支援をし

施

ている。
方　　　針

■

)

　高齢者、要介護認定

1

者、重度の障がい者な

 

ど、災害時における避



策定団体数（累計）

定義等 地区防災計画策定団体の数
指

単　位 団体 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 45 64 79 90 103
(5)

実　績　値 46 64 79 91 R6 103

達　成　率 102% 45% 100% 62% 100% 77% 101% 88% -

指標名 【活動2】防災区民組織に対して資機材の点検や訓練などの個別支援を行った回数

定義等 防災区民組織に対し、貸与している可搬消防ポンプや救出救助用資機材の点検や訓練等の個別支援を行った回数
指

単　位 回 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 100 100 100 100
(6)

実　績　値 88 35 26 51 R6 100

達　成　率 0% 88% 35% 35% 26% 26% 51% 51% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 167,642 167,563 232,958

人件費 126,576 157,035 129,114

総事業費 294,218 324,598 362,072

前年比(金額) △252,922 30,380 37,474

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1-1】水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている区民の割合

定義等 世論調査で「災害に備えて水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 71 75 75 75 74
(1)

実　績　値 73.3 73 72 69.6 R6 74

達　成　率 103% 99% 97% 99% 96% 97% 93% 94% -

指標名 【成果1-2】自分の住む地域の避難場所とその意味を知っている区民の割合

定義等 世論調査で「避難場所と意味」各項目について「知っている」等と答えた区民の割合の平均値
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 63 63 75
(2)

実　績　値 60.9 61.4 60.7 59.5 R6 75

達　成　率 0% 81% 0% 82% 96% 81% 94% 79% -

指標名 【活動1-1】地震体験車を活用した啓発イベントの開催回数

定義等 地震体験車を活用した訓練や各種啓発イベントの実施回数
指

単　位 回 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 100 130 150
(3)

実　績　値 27 42 84 141 R6 150

達　成　率 0% 18% 0% 28% 84% 56% 108% 94% -

指標名 【活動1-2】防災講演会等の開催回数

定義等 防災講演会等の実施回数
指

単　位 回 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 66 66 75 80
(4)

実　績　値 40 15 49 51 R6 80

達　成　率 0% 50% 23% 19% 74% 61% 68% 64% -

指標名 【成果2】地区防災計画



イ

の普及啓発を継続して

ベ

いく。

【指標（３）】

ン

防災イベントや避難所

ト

運営訓練等で、地震体

、

験車を活用した。今後

防

も、地震体験車を避難

災

所運営訓練や地域の防

講

災

イベント等で活用し

演

、区民の防災意識の向

会

上を図る。

【指標（４

、

）】今後も、講演依頼

あ

のあった団体の要望や

だ

対象者、地域性を考慮

ち

し、地域の特性や避難

広

所、避難場所等の説明

報

を行う

ことにより、発

特

災時の区民の災害対応

集

力の向上を図っていく

記

。

【指標（５）】令和

事

６年度も新たに１２地

等

区の地区防災計画の策

で

定支援を行うとともに

の

、策定から４年が経過

普

した６地区を対象に

見

及

直しを行っていく。令

啓

和６年度で東京都が公

発

表している地域危険度

活

４、５の地区の策定が

動

完了するため、令和７

を

年度以降につい

ては、

行

策定の希望がある地区

っ

に対して、策定支援を

た

行っていく。

【指標（

。

６）】今後も、町会・

ま

自治会に配備した可搬

た

消防ポンプや救出救助

、

用資機材の個別点検を

新

行っていく。また、訓

た

練につい

ては、各消防

に

署と連携し支援してい

Ｌ

く。

ＩＮＥを活用した防災訓練を実施したが、

4

水や食料等の備蓄や防

 

災用具等

の用意をして

担

いる区民の割合は令和

当

４年度と比べて微減と

部

なった。

【指標（２）

に

】目標をやや下回った

お

。転入者向けに「あだ

け

ち防災マップ＆ガイド

る

」を配付した。また、

評

防災講演会において周

価

知啓

発を行った結果、

（

自分の住む地域の避難

部

場所とその意味を知っ

長

ている区民の割合の平

評

均値は令和４年度とほ

価

ぼ横ばいであった。

【

－

指標（３）】目標を上

１

回った。避難所運営訓

次

練や総合防災訓練等の

評

各種訓練や千本桜まつ

価

り等の普及啓発イベン

）

トで地震体験車

を活用

そ

したほか、学校、町会

の

・自治会、マンション

１

管理組合、事業所等か

1

らの依頼も増加したた

)

め、実施回数が増加し

施

た。

【指標（４）】目

策

標を下回った。町会・

の

自治会等の各団体から

達

の要望により、防災講

成

演会の実施をした結果

状

、防災講演会の実施回

況

数が令和４年度の４９

と

回から５１回とやや増

そ

加した。

【指標（５）

の

】目標を上回った。１

原

１地区の新規計画策定

因

を予定していたが、地

の

域が主体となり策定し

分

た１地区を含め、計２

析

６回

のワークショップ

【

を実施し、１２地区の

指

策定が終了した。目標

標

を上回った１地区は、

（

地区主導で計画の策定

１

を行い、区はオブザー

）

バーとして参加した。

】

【指標（６）】目標を

目

下回った。各防災区民

標

組織の可搬消防ポンプ

を

や救出救助用資機材の

や

点検、訓練等の個別支

や

援を行った回数は

、令

下

和４年度の２６回から

回

５１回に大幅に増加し

っ

た。

2)達成状況と原

た

因分析を踏まえた今後

。

の方向性

【指標（１）

ア

】今後も、あだち広報

リ

や防災講演会、イベン

オ

ト等において、水や食

西

料だけではなく、災害

新

時に不可欠となる簡易

井

トイ

レ等の備蓄につい

で

て普及啓発を行ってい

の

く。また、避難所運営

年

訓練においては、簡易

２

トイレの使用方法や保

回

管方法、処分方法等に

の

ついてもあわせて周知

防

を行っていく。

【指標

災

（２）】今後も、転入

フ

者に対しては、あだち

ェ

防災マップ＆ガイドの

ア

配布を行っていく。ま

等

た、区民に対しては、

の

防災講演会

において自

防

分の住む地域の避難場

災

所について具体的に確

普

認していただくほか、

及

防災普及啓発イベント

啓

においては避難場所を

発

確認す

る方法について



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

防災管理事務 防・災害対策課3528 73,822 26,268 100,090 拡充 Ａ

防災会議運営事務 防・災害対策課3530 10,375 15,025 25,400 拡充 Ａ

災害救助事務 防・災害対策課3532 504 7,531 8,035 現状維持 Ｂ

消防団運営助成事業 防・災害対策課3533 18,175 5,858 24,033 現状維持 Ａ

自衛官募集事務 防・災害対策課3536 29 1,674 1,703 現状維持 Ｂ

防災行政無線の管理運営事業 防・災害対策課3537 33,011 11,715 44,726 現状維持 Ａ

防災訓練実施事業 防・災害対策課17268 29,422 35,341 64,763 現状維持 Ａ

区民防災力向上推進事業 防・災害対策課17298 42,354 25,702 68,056 現状維持 Ａ

避難行動要支援者対策推進事業 福祉管理課22891 25,266 0 25,266 拡充 Ａ

合計９事業 232,958 129,114 362,072

3)施施策の手段として位置付け



施

ダーパス等、集中豪雨

策

時等に冠水のおそれが

の

ある箇所の安全設備の

概

維持管理や設備更新を

要

進めていく。

■　区民

柱

に対し、地域の浸水リ

立

スクを啓発するととも

て

に、避難所における新

9

型コロナウイルス感染

【

症対策のカギとな

る「

ま

分散避難」についても

ち

広く区民に周知し、意

】

識変容につなげていく

地

。
方　　　針

■　水害

域

時に避難所を迅速に開

の

設できるよう、避難施

個

設ごとの開設手順書の

性

作成を進めていく。

■

を

　浸水リスクが高く、

活

対策が急がれる地域の

か

コミュニティタイムラ

し

イン策定を支援してい

た

く。

■　民生委員によ

都

る避難行動要支援者の

市

支援活動は、これまで

基

は主として震災発生時

盤

の安否確認を想定して

が

きたた

め、今後、水害

整

時における自ら避難す

備

ることが困難な方の円

さ

滑な避難を行うことの

れ

できる仕組みづくりを

た

早急に整備

していく。

ま

担 当 課 名 防・災害対策

ち

課（とりまとめ）

電 話

施

番 号 03-3880-

策

5836 E-mail

群

saitai@cit

名

y.adachi.t

9

okyo.jp

　コミ

災

ュニティタイムライン

害

の策定（事前防災行動

に

計画）を区民、自治会

強

や町会と共同で策定し

い

ていくことにより、

水

ま

害発生時に適切な行動

ち

が取れるよう協働をし

を

ていく。また、水害発

つ

生時に自力で避難する

く

ことが難しい避難行動

る

要

支援者に向けた「個

施

別避難計画」を福祉管

策

理課主導で策定してい

名

く。

協働・協創 　春の

9

水防訓練や秋の防災訓

.

練においては、都市建

3

設部都市建設課や災害

水

時の協定を締結してい

害

る民間事業者等とと

の

の

取 組 み もに、災害に備

防

えた訓練を行っている

止

。また、台風等の大雨

と

時には、都市建設部全

水

所属で水防活動を行い

害

、危機管理

部災害対策

に

課も連携して区民生活

備

の安全に努めている。

え

【目標】11住み続け

た

られるまちづくりを【

区

ターゲット】11.5

民

 2030年までに、

意

貧困層及び脆弱な立場

識

にある人々の保

護に焦

の

点をあてながら、水関

向

連災害などの災害によ

上

る死者や被災者数を大

■

幅に削減し、世界の国

　

内総生産比で直接的
Ｓ

災

ＤＧｓが
経済損失を大

害

幅に減らす。【関連す

級

る理由】事前に準備し

の

適切な避難行動をとる

記

こと。また、閉開庁に

録

関わらず、気
目指す目

的

標
象の動向やタイムラ

降

インに基づく河川管理

雨

者からの情報に注視す

に

るとともに河川巡視や

よ

水位観測を行うことで

る

水害に
（ターゲッ

よる

河

被害を軽減することに

川

つながる。【評価】令

氾

和元年台風第19号の

濫

課題を踏まえ、順次避

を

難所運営手順書を整備

防

し
ト）との関

た。また

止

、新型コロナウイルス

す

感染症が流行する中、

る

避難所に派遣する職員

た

と避難所運営会議役員

め

との顔合わせや連
連及

、

び評価
絡訓練などでき

国

る訓練を行ってきた。

や

水害防止については、

東

荒川架橋付近で実践を

京

想定した水防訓練を実

都

施した。

■　指標(2

と

)について、足立区洪

連

水ハザードマップから

携

足立区洪水・内水・高

し

潮ハザードマップへ名

て

称が変更。

備　　　考

、

■　指標(5)(6)

堤

について、訓練実施回

防

数は策定済地区数であ

の

る実態に合わせ、コミ

強

ュニティタイムライン

化

は毎年度1

地区策定予

や

定であるため、ともに

一

令和6年度から最終目

時

標値を下方修正した（

貯

R6＝11→5）。

留施設の整

備、排水設備の機能向上等のハード整備を推進していく。

■　水害の発生に備えて適切な避難行動をとることができるように、自助の意識の啓発強化を図る。

施策の方向 ■　避難所開設にかかる「手順書」の作成を進めるとともに、避難所を適切に開設・運営することができるよう、手

( 目 標 ) 順書に基づいた訓練を実施する。

■　近隣への避難の呼びかけなど地域を核とした避難行動が広がるように、コミュニティタイムライン（事前防災行

動計画）の策定を促進していく。

■　区では、道路冠水によって自動車が水没する危険性のあるアンダーパスなどについて、排水ポンプや路面冠水自

動検知装置、通行止め電光掲示板等を設置して、集中豪雨による都市型水害に備えている。

■　区民の水害に対する理解を深め円滑な避難行動につなげるため、洪水ハザードマップの配布や解説動画の配信に

より、家庭内でのタイムライン作成や地域におけるコミュニティタイムライン策定の必要性について啓発活動を行っ
現　　　状

ている。

■　避難所ごとに「手順書」の整備を進め、それに基づいた訓練を実施している。

■　令和元年台風第19号を経験し、ハード・ソフトともにさらなる安全

足

対策が求められている

立

が、大規模なハード整

区

備には時間が掛かるこ

　

と。

■　令和元年度の

令

世論調査では、洪水ハ

和

ザードマップを見たこ

６

とがない区民が約20

年

％、自宅周辺の状況を

度

理解してい

ない区民が

施

約60％いるなど、区

策

民の水害意識を早急に

評

高める必要がある。

■

価

　新型コロナウイルス

調

感染症の影響を踏まえ

書

た「３密」対策のため

(

、避難所における受入

令

可能人員が不足するこ

和

と
課　　　題

から、リ

５

スクや被害状況に応じ

年

た分散避難の考え方を

度

区民に周知する必要が

事

ある。

■　堤防の強化

業

や一時貯留施設の早期

実

整備、下水道の排水能

施

力向上などについて、

)

河川や下水道の管理者

1

である国、

東京都へ要

 

望していく。

■　アン



実　績　値 113 141 142 142 R6 164

達　成　率 69% 69% 85% 86% 88% 87% 87% 87% -

指標名 コミュニティタイムラインに基づいた避難訓練を実施した地区数

定義等 コミュニティタイムライン（事前防災行動計画）に基づいた訓練実施地区数
指

単　位 地区数 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 4 4 5 5
(5)

実　績　値 2 2 4 0 R6 5

達　成　率 0% 40% 50% 40% 100% 80% 0% 0% -

指標名 コミュニティタイムライン策定地区数

定義等 コミュニティタイムライン（事前防災行動計画）策定地区数
指

単　位 地区数 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 4 4 5 5
(6)

実　績　値 2 2 4 4 R6 5

達　成　率 0% 40% 50% 40% 100% 80% 80% 80% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 365,308 421,353 513,062

人件費 203,406 185,186 200,744

総事業費 568,714 606,539 713,806

前年比(金額) 74,077 37,825 107,267

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 水害のおそれがある際に避難所以外で避難する場所を事前に決めている区民の割合

定義等 世論調査で「河川がはん濫する恐れがある場合、避難する場所を事前に決めている」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 65 65 75
(1)

実　績　値 62.2 61 57 52.4 R6 75

達　成　率 0% 83% 0% 81% 88% 76% 81% 70% -

指標名 「『足立区洪水ハザードマップ』を見たことがあり、自宅周辺の状況を理解した」と回答した区民の割合

定義等 世論調査で「足立区洪水ハザードマップを見たことがあり、自宅周辺の状況を理解した」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - - 30 40 50
(2)

実　績　値 - 28.7 33.3 32 R6 50

達　成　率 0% 0% 0% 57% 111% 67% 80% 64% -

指標名 避難所開設時の「手順書」に基づいた開設訓練を実施した避難所数

定義等 「水害時避難所運営手順書」に基づいた水害時避難所の開設訓練を実施した避難所の数
指

単　位 避難所数 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 76 80 75 164
(3)

実　績　値 34 14 27 72 R6 164

達　成　率 0% 21% 18% 9% 34% 16% 96% 44% -

指標名 避難所開設時の「手順書」を作成済みの避難所数

定義等 施設ごとの「水害時避難所運営手順書」を作成した避難所の数
指

単　位 避難所数 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 164 165 162 164 164
(4)



民

立区洪水・内水・高潮

の

ハザードマップの説明

割

や電柱や学校

等に設置

合

されている浸水深表示

は

などにより、自宅や周

、

辺地域の浸水リスクの

令

確認を行うように啓発

和

を行っていく。

【指標

元

（３）】今後も、避難

年

所の開設・運営をスム

台

ーズに行えるよう、避

風

難所運営会議と引き続

第

き協議しながら、手順

１

書に基づい

た実践的な

９

避難所運営訓練の実施

号

を支援していく。

【指

か

標（４）】新たに追加

ら

した水害時福祉避難所

の

については、福祉避難

年

所の開設・運営手順書

数

の作成を行う。広域避

の

難先施設につ

いては、

経

東京都及び広域避難先

過

施設側と連携して手順

に

書の作成に着手してい

伴

く。

【指標（５）】今

い

後は、認知度向上のた

、

めの普及・啓発活動に

そ

加え、水害時に各地域

の

がコミュニティタイム

割

ラインに基づき、避難

合

行動を取ることができ

が

るよう、訓練について

下

も実施していく。

【指

が

標（６）】引き続き新

り

田地区のワークショッ

つ

プを行い、新田地区で

つ

コミュニティタイムラ

あ

イン策定を完了させる

る

。あわせて、

策定した

。

コミュニティタイムラ

ま

インの実効性を高める

た

ため、策定地区での訓

、

練やフォローアップ等

避

を行っていく。

難先を事前に決めている区民のう

4

ち、「近隣の小・中学

 

校など区

が開設する水

担

害時の避難所」と回答

当

した割合が増加したた

部

め、「水害のおそれが

に

ある際に避難所以外で

お

避難する場所を事前に

け

決め

ている区民の割合

る

」が下がる結果となっ

評

た。

【指標（２）】目

価

標を下回った。令和４

（

年度に改定したハザー

部

ドマップを全戸配付し

長

たため、「『ハザード

評

マップ』を見たことが

価

あり、自宅周辺の状況

－

を理解した」と回答し

１

た区民の割合は、令和

次

４年度は大幅に増加し

評

たものの、令和５年度

価

については微減と

なっ

）

た。

【指標（３）】目

そ

標を下回った。コロナ

の

禍により避難所運営訓

１

練を中止していたが、

1

多くの避難所運営会議

)

で訓練を再開したため

施

、手順書に基づいた開

策

設訓練を実施した避難

の

所の数は２７か所から

達

７２か所に増加し、コ

成

ロナ禍以前と同程度の

状

避難所運営訓練を

実施

況

した避難所の数となっ

と

た。

【指標（４）】目

そ

標を下回った。第一次

の

避難所である区内の小

原

・中学校の手順書は全

因

て作成を完了している

の

が、広域避難先施設の

分

手順書については人員

析

体制等の課題もあり、

【

着手できていない状況

指

にある。

【指標（５）

標

】目標を下回った。訓

（

練実施のためには、ま

１

ずコミュニティタイム

）

ラインの認知度を向上

】

させる必要があったた

目

め、

令和５年度は訓練

標

は実施せず、コミュニ

を

ティタイムライン作成

下

地区の住区まつり等の

回

イベントにおける普及

っ

・啓発活動に注力した

た

。

【指標（６）】目標

。

を下回った。令和５年

水

度中にコミュニティタ

害

イムライン策定予定で

の

あった、新田地区で初

お

回のワークショップ

を

そ

実施したが、出席者数

れ

が少なく仕切り直しと

が

なったため、令和５年

あ

度中の策定が困難とな

る

った。

2)達成状況と

際

原因分析を踏まえた今

に

後の方向性

【指標（１

避

）】今後も、台風シー

難

ズン前のあだち広報に

す

て水害対策の特集記事

る

を掲載するほか、防災

場

講演会、防災普及啓発

所

イベン

ト等において、

を

分散避難について周知

事

を行い、在宅避難や縁

前

故等避難が可能な方に

に

ついては、避難所以外

決

で避難場所を事前に決

め

め

ていただくように啓

て

発を行っていく。

【指

い

標（２）】今後も、あ

る

だち広報特集記事や防

区

災講演会において、足



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

水害対策事業 都市建設課3896 40,196 52,568 92,764 改善・変更 Ａ

土木事務一般管理事務 都市建設課3897 34,635 53,480 88,115 現状維持 Ｂ

災害抑制工事事業 都市建設課3901 0 4,184 4,184 現状維持 Ａ

排水場の維持管理事業 道・安全設備課3954 60,263 39,217 99,480 現状維持 Ｂ

河川の整備事業 道・道路整備課4514 311,454 30,962 342,416 現状維持 Ｂ

河川の整備事業 都市建設課5660 24,596 15,899 40,495 現状維持 Ａ

排水場・水門の整備事業 道・安全設備課21873 30,634 2,510 33,144 現状維持 Ｂ

東部地区河川の維持事業 道・東部道公維持課23084 6,644 1,004 7,648 現状維持 Ｂ

西部地区河川の維持事業 道・西部道公維持課23085 4,640 920 5,560 現状維持 Ｂ

合計９事業 513,062 200,744 713,806

3)施施策の手段として位置付け



施

交通の安全性改善によ

策

り、すべての人々に、

の

安全かつ安価で容易に

概

利用できる
目指す目標

要

、持続可能な輸送シス

柱

テムへのアクセスを提

立

供する。
（ターゲッ

【

て

関連する理由】交通不

9

便地域の解消に向け、

【

新たな交通手段を導入

ま

することや交通ネット

ち

ワークの向上に寄与す

】

る
ト）との関

路線を優

地

先して用地取得を進め

域

ることは、SDGsタ

の

ーゲット11.2に寄

個

与する。
連及び評価

【

性

評価】令和6年6月よ

を

り開始する「デマンド

活

交通実証実験」は、安

か

全かつ安価で容易に利

し

用できる、持続可能な

た

輸送

システムへのアク

都

セスの提供に寄与する

市

ものである。

備　　　

基

考

盤が整備されたまち

施 策 群 名 10 便利で快適な道路・交通網をつくる

施 策 名 10.1 スムーズに移動できる交通環境の整備

■　便利で快適な交通環境の実現を目指し、まちづくりと連携し、鉄道やバス路線網の充実を図る。

■　安全で快適な交通環境の実現を目指し、都市計画道路等の用地取得を進め、都市計画道路等の整備を推進する。

施策の方向
( 目 標 )

■　これまで交通空白地域の解消に取組み、９４.３％まで達成していたが、交通空白地域に住む区民の「移動に関

する不便感」は、必ずしも非交通空白地域に住む区民よりも高い状況でないことが平成２９年に実施した「交通に関

する区民意識調査」で判明した。

■　令和５年度末現在、都市計画道路の事業完了整備率は７８％である。
現　　　状

■　交通不便地域の解消に向け、地域のニーズに沿った交通手段導入に向けた検討が必要になっている。

■　都市計画道路は、災害時の避難経路及び延焼遮断帯としての機能を有しているため、特に木造住宅密集地域での

整備を進めていく必要がある。

課　　　題

■　交通不便地域を解消するバスやバス以外の多様な交通手段の導入を順次進めていく。

■　都市計画道路の整備は、震災時に家屋の火災や倒壊危険度が高い地域を含む路線と、交通ネットワークの向上に

寄与する路線を優先して用地取得を進めていく。

方　　　針

担 当 課 名 都市建設部・交通対策課（取りまとめ）

電 話 番 号 03-3880-59

足

12 E-mail ko

立

utuu@city.

区

adachi.tok

　

yo.jp

　入谷・鹿

令

浜地区で令和6年6月

和

より開始する「デマン

６

ド交通実証実験」につ

年

いて、制度設計や事業

度

者ヒアリング、事

業者

施

募集を行った。

　都市

策

計画道路の整備は、地

評

域住民や地権者への事

価

業に対する理解と協力

調

が不可欠であり、地元

書

説明会やまちづくり

協

(

働・協創 協議会等を通

令

して今後も事業説明や

和

情報提供を行っていく

５

。

の 取 組 み

【目標】住

年

み続けられるまちづく

度

りを

【ターゲット】1

事

1.2　2030年ま

業

でに、脆弱な立場にあ

実

る人々、女性、子ども

施

、障害者及び高齢者の

)

ニーズに特に配慮
ＳＤ

1

Ｇｓが
し、公共交通機

 

関の拡大などを通じた



年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 1,187,665 6,513,713 1,841,834

人件費 170,405 185,140 192,618

総事業費 1,358,070 6,698,853 2,034,452

前年比(金額) △210,574 5,340,783 △4,664,401

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 交通不便地域の解消に資する交通手段導入数

定義等 交通不便地域への新規交通手段導入数（社会実験バス含む）
指

単　位 数 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 1 0 0 1
(1)

実　績　値 - 1 0 0 R6 1

達　成　率 0% 0% 100% 100% 0% 0% 0% 0% -

指標名 交通手段導入に関する地域公共交通会議等の開催回数（累計）

定義等 地域公共交通検討会及び足立区地域公共交通会議の開催回数
指

単　位 回 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 5 9 14 20
(2)

実　績　値 3 7 12 15 R6 20

達　成　率 0% 15% 140% 35% 133% 60% 107% 75% -

指標名 区内の都市計画道路整備延長の割合

定義等 都市計画道路の事業完了整備割合　（区内総延長161ｋｍ）
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 81 81 81 81 82
(3)

実　績　値 78 78 78 78 R6 82

達　成　率 96% 95% 96% 95% 96% 95% 96% 95% -

指標名 優先整備路線（区施行）等に必要な用地取得面積を100とした場合の累計取得率

定義等 用地取得面積を100とした場合の累計取得面積率
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 47 49 51 53 59
(4)

実　績　値 47 48 50 46 R6 59

達　成　率 100% 80% 98% 81% 98% 85% 87% 78% -

指標名

定義等
指

単　位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5



度設計や事業者募集等、事業開始に

向けた準備を行った。

指標２　足立区地域公共交通会議を３回開催し、運転手不足によるはるかぜ

4

の一部路線の廃止や既

 

存の交通を補完する「

担

デマンド

交通実証実験

当

」の開始等について協

部

議し、出席委員の了承

に

を得た。

指標３　今年

お

度で事業完了予定の都

け

施行路線、補助第１３

る

８号線中央本町地区や

評

興野地区の事業認可期

価

間が延伸されて今年度

（

の完

了がなかったため

部

、実績が上がらなかっ

長

た。

指標４　補助第１

評

３８号線江北地区の事

価

業認可取得により、分

－

母である取得する面積

１

が増えたため、今年度

次

の実績が令和４年度の

評

実績より下回ってしま

価

った。

2)達成状況と

）

原因分析を踏まえた今

そ

後の方向性

令和６年６

の

月から半年間実施する

１

入谷・鹿浜地区におけ

1

る「デマンドタクシー

)

実証実験」は、利用状

施

況や既存の公共交通に

策

与える

影響を調査し、

の

足立区におけるデマン

達

ド交通導入の有効性や

成

課題等を検証していく

状

。

令和７年３月の「地

況

域公共交通計画」の策

と

定に向け、法定協議会

そ

である「足立区地域公

の

共交通活性化協議会」

原

を立ち上げ、令和６

年

因

度は４回開催し、協議

の

を行っていく。

都市計

分

画道路は災害時の避難

析

路、延焼遮断帯として

指

機能することから、地

標

域住民の関心や期待は

１

非常に高く事業の貢献

　

度も高いた

め、都と連

入

携して早期整備を進め

谷

る。

区が施行する補助

・

第１３８号線その２工

鹿

区を令和６年度末に開

浜

通させること、補助第

地

２５６号線や区画街路

区

第９号線、令和５年度

で

に事業認可を取得した

令

補助第１３８号線江北

和

地区の用地買収を着実

６

に進めていく。

年６月より開始する「デマンド交通実証実験」について、制



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

交通施策推進事務 交通対策課3905 34,718 33,472 68,190 現状維持 Ａ

交通施設の整備・改善事業 交通対策課3908 129,899 8,452 138,351 現状維持 Ａ

道路の新設事業 道・道路整備課3934 1,291,604 83,642 1,375,246 現状維持 Ａ

新設道路整備の事務 道・道路整備課3935 8,105 30,270 38,375 現状維持 Ｂ

都市計画道路用地取得事務 道・道路整備課15263 92,694 20,046 112,740 拡充 Ａ

鉄道駅ホームドア等整備事業 都市建設課22144 271,681 8,368 280,049 現状維持 Ａ

コミュニティバスはるかぜ車両等購入費補助金交付事業 交通対策課22786 0 8,368 8,368 現状維持 Ａ

交通安全施設の整備事業 道・東部道公維持課23676 13,133 0 13,133

合計８事業 1,841,834 192,618 2,034,452

3)施施策の手段として位置付け



施

ての周知、ターゲット

策

を絞った各種啓発活

　

の

動を継続的に行い、特

概

に自転車・歩行者が関

要

与する交通事故死傷者

柱

数の減少にさらに取組

立

んでいく。就労世代に

て

対

　する交通安全の啓

9

発としては、街頭活動

【

や各種イベントを通じ

ま

て、周知徹底を図って

ち

いく。

担 当 課 名 道・東

】

部道公維持課（取りま

地

とめ）

電 話 番 号 03-

域

3880-5008 E

の

-mail t-iji

個

@city.adac

性

hi.tokyo.j

を

p

　保育園・幼稚園等

活

、小・中学校、都立高

か

校、住区センター等で

し

、区内四警察署ととも

た

に、幅広い年齢層に対

都

して、

各種啓発活動を

市

継続的に実施する。小

基

学校での自転車教室で

盤

は、ＰＴＡとも連携し

が

、家庭でも交通安全意

整

識の啓発が

できるよう

備

促す。なお、学校等で

さ

死角体験や内輪差に関

れ

する普及啓発を行うた

た

めトラック協会等と連

ま

携する。また、

協働・

ち

協創 自転車用ヘルメッ

施

ト補助制度の創設に伴

策

い、区内自転車販売店

群

に協力を促していく。

名

区イベントでの自転車

1

シミュレ

の 取 組 み ータ

0

体験事業についても、

便

委託事業者だけでなく

利

区内警察署にも協力を

で

促す。

【目標】3すべ

快

ての人に健康と福祉を

適

【ターゲット】3.6

な

　2020年までに、

道

世界の道路交通事故に

路

よる死傷者を半減さ

せ

・

る。【関連する理由】

交

幅広い年齢層に対し、

通

交通安全意識の普及啓

網

発活動を推進していく

を

ことで、区内の交通事

つ

故
ＳＤＧｓが

発生件数

く

の減少につながる。ま

る

た、自転車用ヘルメッ

施

トの着用努力義務化と

策

補助制度について周知

名

していくことで、
目指

1

す目標
死亡・重傷事故

0

の件数の減少につなが

.

る。【評価】死亡事故

2

・重傷事故件数の減少

安

のために、自転車用ヘ

全

ルメットの
（ターゲッ

に

補助制度によりヘルメ

利

ットの着用を促した。

用

【目標】11住み続け

で

られるまちづくりを【

き

ターゲット】11.5

る

　2030年ま
ト）と

道

の関
でに、貧困層及び

路

脆弱な立場にある人々

環

の保護に焦点をあてな

境

がら、水関連災害など

の

の災害による死者や被

整

災者数を
連及び評価

大

備

幅に削減し、世界の国

■

内総生産比で直接的経

　

済損失を大幅に減らす

安

。【関連する理由】無

全

電柱化を進めることに

で

よ

り防災力強化につな

良

がる。【評価】補助第

好

138号線(江北地区

な

)において事業認可を

道

取得し新規着手した。

路

 

備　　　考

環境を形成し、道路の機能に起因した事故発生件数の減少を図る。

■　交通安全意識の普及啓発活動を推進し、交通事故発生件数の減少を図る。

施策の方向
( 目 標 )

■　５年に１度実施する橋りょう等の定期点検のほか、道路パトロール、路面下空洞調査、路面性状調査を実施して

　道路の状態を把握し計画的に補修を行っている。

■　ユニバーサルデザインに基づく歩行空間のバリアフリー化を進めている。

■　防災機能の強化、安全な歩行空間の確保、良好な都市景観の創出を図るため、無電柱化事業を進めている。
現　　　状

■　区内交通事故死傷者数は、平成29年より2,000人を下回っていたが、令和４年は2,011人、令和５年は2,075人と

　なっている。

■　経年劣化により老朽化が進んだガードパイプ等の道路付属物を計画的に改修していく必要がある。

■　まちづくりと連携してバリアフリー化を進めており、これまで比較的点的な整備を行ってきたことから、現状達

　成度が低くなっている。

■　エリアデザインの推進に伴い、防災機能の強化や安全な歩行空間の確保が求められ、無電柱化計画路線を追加し

　たため、さらなる整備の推進が必要である。
課　　　題

■　高齢者や自転車が関与する事故が多いこと、就労世代に対する交通安全

足

意識の普及啓発活動の

立

機会が少ないこと

　な

区

どの課題があり、対応

　

が求められている。

■

令

　道路の劣化や損傷等

和

を未然に防ぐ計画的な

６

道路維持管理を行って

年

いくために、引き続き

度

定期点検、道路調査を

施

実

　施していくととも

策

に、老朽化した道路付

評

属物の更新を効率的に

価

進める。

■　令和３年

調

度から着手した竹ノ塚

書

駅周辺のまちづくりに

(

伴う面的な整備を行う

令

ことで、バリアフリー

和

化を大きく進

　めてい

５

く。

■　利用しやすい

年

安全な道路を整備する

度

ため、「足立区無電柱

事

化推進計画」に基づき

業

、引き続き道路の無電

実

柱化を　
方　　　針

　

施

推進していく。

■　自

)

転車保険加入義務化や

1

自転車用ヘルメットの

 

着用努力義務化につい



指標名 スタントマンを活用した体験型交通安全教室参加人数、自転車教室参加人数、保育園等交通安全教室参加人数

定義等 各種交通安全教室の参加人数の合計
指

単　位 人 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 23,000 23,000 24,000 25,000
(5)

実　績　値 - 17,610 20,932 22,960 R6 25,000

達　成　率 0% 0% 77% 70% 91% 84% 96% 92% -

指標名

定義等
指

単　位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 4,261,735 3,867,370 4,018,925

人件費 901,154 876,956 887,897

総事業費 5,162,889 4,744,326 4,906,822

前年比(金額) △11,749 △418,563 162,496

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 道路損傷等による事故発生件数（区道）

定義等 道路損傷等による事故発生件数の減少は、道路が安全な状態であることを表すため。　※低減目標
指

単　位 件 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 0 0 0 0 0
(1)

実　績　値 1 2 2 1 R6 0

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 平成29年度以降にバリアフリーに対応した整備を行った歩道の累計延長

定義等 安全に利用できる道路環境整備の状況を測ることができるため。
指

単　位 m 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 1,800 2,350 2,900 3,450 4,000
(2)

実　績　値 1,610 2,430 3,040 3,657 R6 4,000

達　成　率 89% 40% 103% 61% 105% 76% 106% 91% -

指標名 足立区無電柱化計画路線における整備着手率

定義等 防災力強化と良好な都市景観に寄与する道路の整備状況を測ることができるため。
指

単　位 % 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 18.3 19.7 21.1 22.5 23.8
(3)

実　績　値 16.7 18.2 18.2 19 R6 23.8

達　成　率 91% 70% 92% 76% 86% 76% 84% 80% -

指標名 交通事故死傷者数

定義等 負傷者数・死亡者数の合計　※低減目標
指

単　位 人 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 1,500 1,400 1,300 1,200 1,100
(4)

実　績　値 1,686 1,803 2,011 2,075 R6 1,100

達　成　率 89% 65% 78% 61% 65% 55% 58% 53% -



が損傷した事故１件が発生した。

指標２　区役所周辺地区（梅島一丁目）バリアフリー化その５工事、竹の塚交差道路整備、裏門堰歩

4

道設置工事が完了し、

 

目標を

　　　達成した

担

。

指標３　既存区道で

当

は輻輳する地下埋設物

部

の把握が困難であり、

に

着手までの準備（水路

お

撤去等）に時間を要し

け

たため、目標値まで

　

る

　　届かなかった。し

評

かし、東京女子医大通

価

り（すこやかプラザあ

（

だち前）での整備工事

部

が完了し、五反野駅前

長

通り３期では予

　　　

評

備設計を行い、事業は

価

着実に進んでいる。ま

－

た、補助第138号線

１

（江北地区）において

次

事業認可を取得し新規

評

着手した。

指標４　交

価

通事故死傷者数は、２

）

年連続で2,000人

そ

を超え、目標値に達す

の

ることはできなかった

１

。

指標５　小学生向け

1

自転車教室は全67校

)

で開催することができ

施

た。トラック協会によ

策

る死角体験や内輪差に

の

関する普及啓発につい

達

　　　ても、10校で

成

実施することができた

状

。

2)達成状況と原因

況

分析を踏まえた今後の

と

方向性

　道路機能の保

そ

全及び改善に関する施

の

策として、まず、街路

原

樹の維持管理について

因

、通行空間の安全性確

の

保のために優先度の高

分

い

路線から定期的に街

析

路樹診断を実施し、安

指

全かつ健全な樹木管理

標

を行っていく。また、

１

引き続き道路の大規模

　

改修に合わせて、歩

行

葛

空間のバリアフリー化

西

、無電柱化による防災

用

力強化を進め、安全・

水

安心に利用できる道路

桜

環境を形成していく。

通

　交通安全普及啓発活

り

動に関する施策として

の

、交通事故死傷者数は

街

減少傾向にあったが、

路

２年連続で2,000

樹

人を超えた。これまで

（

の各種交通安全教室に

サ

加え、自転車シミュレ

ク

ータ体験やトラック等

ラ

を活用した内輪差や死

）

角体験、自転車用ヘル

の

メットの補助制度

の周

枝

知・試着体験、自転車

が

マナーアップキャンペ

折

ーンなど様々な角度か

れ

ら交通安全の普及啓発

て

を行っていく。

落下しトラックのフロントガラス等



ら

維持 Ｂ

西部道路公園一

れ

般管理事務 道・西部道

る

公維持課23082 9

事

,684 16,736

務

26,420 現状維持

事

Ｂ

道路の設備維持事業

業

道・安全設備課231

の

62 32,715 5,

評

820 38,535 現

価

状維持 Ｂ

都市建設関係

結

施設改修事業 道・東部

果

道公維持課23429

事

0 1,674 1,67

務

4 現状維持 Ｂ

合計２０

事

事業 4,018,92

業

5 887,897 4,

施

906,822

策への
事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

道路台帳整備事業 道・道路公園管理課3911 146,069 247,016 393,085 現状維持 Ｂ

道路・水路の占用事務 道・道路公園管理課3912 6,457 81,856 88,313 現状維持 Ａ

屋外広告物事務 道・道路公園管理課3913 4,816 23,280 28,096 現状維持 Ｂ

道路の不正使用等に対する指導事業 道・道路公園管理課3915 3,790 43,288 47,078 現状維持 Ｂ

東部地区道路の維持事業 道・東部道公維持課3946 792,786 85,166 877,952 現状維持 Ｂ

東部道路公園一般管理事務 道・東部道公維持課3947 8,492 21,765 30,257 現状維持 Ｂ

道路の改良事業 道・道路整備課3949 661,780 80,112 741,892 現状維持 Ａ

東部地区交通安全施設の維持事業 道・東部道公維持課3951 67,889 11,578 79,467 現状維持 Ｂ

舗装の改修事業 道・道路整備課3952 247,258 17,718 264,976 現状維持 Ｂ

私道整備助成事業 道・道路公園管理課3953 108,786 10,004 118,790 現状維持 Ｂ

交通安全の普及啓発事業 交通対策課18647 51,359 51,656 103,015 改善・変更 Ａ

街路灯の維持事業 道・安全設備課20762 339,531 33,472 373,003 現状維持 Ａ

街路灯の新設及び改修事業 道・安全設備課20770 653,796 50,208 704,004 現状維持 Ａ

防犯灯助成事業 道・道路公園管理課20776 37,359 1

3

0,841 48,20

)

0 改善・変更 Ｂ

道路の

施

改良事業 道・安全設備

施

課22348 6,00

策

4 0 6,004 現状維

の

持 Ｂ

西部地区交通安全

手

施設の維持事業 道・西

段

部道公維持課2307

と

1 67,625 6,3

し

11 73,936 現状

て

維持 Ｂ

西部地区道路の

位

維持事業 道・西部道公

置

維持課23076 77

付

2,729 89,39

け

6 862,125 現状



施

たまちのルールを策定

策

し規制・誘導を行うこ

の

とで、良好
方　　　針

概

　な市街地を形成し、

要

快適なまちづくりを推

柱

進していく。

担 当 課 名

立

都市建設課（取りまと

て

め）

電 話 番 号 03-3

9

880-5280 E-

【

mail tosike

ま

ikaku@city

ち

.adachi.to

】

kyo.jp

■　第二

地

次景観計画に基づく「

域

足立・まちの風景資産

の

」の令和６年度選定を

個

目指し、今後、“足立

性

らしい風景”を区

　民

を

を問わず広く募集・公

活

表することとしている

か

。あわせて講演会やま

し

ち歩き・ワークショッ

た

プを実施するなど、　

都

　足立区の魅力ある景

市

観を区の内外へ発信す

基

ることにより、区民や

盤

事業者の“地域の景観

が

を創り、守る”意識や

整

区の

協働・協創 　景観

備

施策への参加意欲を高

さ

めていく。こうした取

れ

り組みを通じて、区民

た

、事業者、区の協働・

ま

協創による景観まち

の

ち

取 組 み づ　くりを推進

施

していく。

■　エリア

策

デザイン計画の推進な

群

ど、庁内及び地元まち

名

づくり協議会やまちづ

1

くり推進委員会と連携

1

しながら、まち

　づく

地

りを進めている。さら

域

に区民・地域・各種団

の

体などが一体となって

特

地域課題解決に向けた

性

取り組みができるよ

　

を

う都市計画マスタープ

活

ランに基づく、協働・

か

協創によるまちづくり

し

に取り組んでいく。

【

た

目標】11　住み続け

ま

られるまちづくりを【

ち

ターゲット】11.3

づ

　2030年までに、

く

包摂的かつ持続可能な

り

都市化を促進

し、すべ

を

ての国々の参加型、包

進

摂的かつ持続可能な人

め

間居住計画・管理の能

る

力を強化する。【関連

施

する理由】都市計
ＳＤ

策

Ｇｓが
画ﾏｽﾀｰﾌﾟ

名

ﾗﾝに掲げる３つの柱

1

は、安心して住み続け

1

られるまちづくりにつ

.

ながる。【評価】庁内

1

、区民、事業者など
目

良

指す目標
と連携し、ま

好

ちづくりを進めること

な

ができた。引き続き安

景

全で活力と魅力あふれ

観

るまちの実現に取り組

の

んでいく。
（ターゲッ

形

【目標】17　ﾊﾟｰ

成

ﾄﾅｰｼｯﾌﾟで目標

と

を達成しよう【ターゲ

快

ット】17.17　様

適

々なﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯ

な

ﾌﾟの経験や資源戦略

ま

を基にした
ト）との関

ち

、効果的な公的、官民

づ

、市民社会のﾊﾟｰﾄ

く

ﾅｰｼｯﾌﾟを奨励・

り

推進する。【関連する

の

理由】都市計画ﾏｽﾀ

推

ｰﾌﾟﾗﾝに掲げてい

進

る
連及び評価

「協働・

■

協創によるまちづくり

　

」は区民・地域・各種

良

団体などとのﾊﾟｰﾄ

好

ﾅｰｼｯﾌﾟの推進に

な

つながる。【評価】ま

景

ちづく

り協議会やまち

観

づくり推進委員と連携

を

して、まちづくりを進

形

めることができた。

備

成

　　　考

するため、景観法による届出を通じて、建築物等や屋外広告物の規制・誘導を行うとともに、

　地域住民の景観形成の機運を高める活動を推進していく。

■　区民及び事業者との協働・協創により、地域の特性を活かしたまちのルールを策定することで、良好な景観の形

施策の方向 　成と快適なまちづくりを推進していく。

( 目 標 )

■　個々の建築物の形態意匠、色彩等の質を高め、周辺とのつながりやまとまりに配慮した良好な景観の形成を図る

　ため、届出や事前協議を通じた建築物や屋外広告物等の規制・誘導を行っている。

■　西新井大師周辺地区では、景観ルールづくりについて地域住民と連携して検討を重ねた結果、平成31年４月に　

　「足立区景観計画」の一部を改正し、西新井大師を区内５か所目となる特別景観形成地区に指定した。
現　　　状

■　「足立区都市計画マスタープラン」に基づく、用途地域や地区計画等の規制・誘導による土地利用施策、木造住

　宅密集市街地における新たな防火規制の指定、市街地開発事業等を区民及び事業者など様々な主体との協働・協創

　により着実に進めている。

■　様々な主体が日常の身近な景観に関心を持ち、良好な景観を維持・創造していくための働きかけが必要である。

　また、景観形

足

成地区と特別景観形成

立

地区の良好なまち並み

区

保全のための景観誘導

　

に取り組む必要がある

令

。

■　引き続き用途地

和

域や地区計画等に基づ

６

く規制・誘導を実施す

年

ることで、良好な市街

度

地を形成していく必要

施

があ　

　る。

課　　　

策

題

■　景観法に基づく

評

届出を通じて、建築物

価

や屋外広告物の規制・

調

誘導を行うことに加え

書

て、その履行状況を完

(

了届出

　により確認す

令

ることで、良好な景観

和

を形成していく。

■　

５

景観形成地区の地域住

年

民の良好な景観形成に

度

関する機運を醸成する

事

ため、ワークショップ

業

など、具体的な景観　

実

　ルールづくりに向け

施

た取り組みを推進して

)

いく。

■　様々な主体

1

との協働・協創により

 

、地域の特性を活かし



値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 207,003 30,712 45,118

人件費 159,993 120,069 116,745

総事業費 366,996 150,781 161,863

前年比(金額) △1,590,020 △216,215 11,082

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「景観・街並みが良好である」と思う区民の割合

定義等 世論調査で「景観・街並みが良好である」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 48 48 49 49 50
(1)

実　績　値 51.8 53.1 53.4 50.2 R6 50

達　成　率 108% 104% 111% 106% 109% 107% 102% 100% -

指標名 景観の届出の内容が反映された完了届出割合

定義等 各年度における景観法届出件数に対する完了届出の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 64 68 72 75
(2)

実　績　値 - 78.1 71.2 72.1 R6 75

達　成　率 0% 0% 122% 104% 105% 95% 100% 96% -

指標名 まち歩き、ワークショップ等の開催回数（累計）

定義等 景観資源の発掘や景観重要建造物の指定等に向けた、まち歩きやワークショップの開催回数
指

単　位 回 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 1 2 3 4
(3)

実　績　値 - 0 0 3 R6 4

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100% 75% -

指標名 地域の特性を活かした協働・協創による地区計画等の策定の面積割合

定義等 市街化区域に対する地区計画等の策定面積割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 32.4 32.8 33.2 33.6 34
(4)

実　績　値 32.4 32.4 32.6 32.7 R6 34

達　成　率 100% 95% 99% 95% 98% 96% 97% 96% -

指標名

定義等
指

単　位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　



地があったことに加えて、令和5年度新

規事業のまち歩き・ワークショップの開催が下半期（令和5年11月）に周知・開催となった

4

こと、啓発リーフレッ

 

トの発行が年度

末（令

担

和6年3月）になった

当

こと、また、SNSに

部

よる情報発信回数を増

に

やしつつある中で世論

お

調査（令和5年8月）

け

がなされたことも

数値

る

が減少した要因と考え

評

る。

(2)指標2は、

価

届出に関する問い合わ

（

せがあった際や届出を

部

受理した際に、足立区

長

景観条例により完了届

評

出が義務化されている

価

旨を

周知していること

－

から、目標を達成した

１

と考える。

(3)指標

次

3は、区民が身近にあ

評

る景観資源に対する認

価

識を高める機会として

）

まち歩き・ワークショ

そ

ップを令和3年度より

の

計画してい

たが、新型

１

コロナウイルスによる

1

行動制限等により中止

)

していた。令和5年度

施

はそれらがなくなった

策

ことから、3回開催す

の

ることが

できた。

(4

達

)指標4は、目標値は

成

達成できなかったが、

状

南花畑五丁目地区（約

況

6.7ha）の1地区

と

で新規に地区計画を策

そ

定した。

2)達成状況

の

と原因分析を踏まえた

原

今後の方向性

(1)引

因

き続きまち歩きの開催

の

や景観形成に関する情

分

報発信を実施する。「

析

きかせて、みんなのい

(

けん」を利用して小中

1

学生の意見

を集めるな

)

ど、より多くの関心を

指

集められるように工夫

標

する。足立まちの風景

1

資産の選定を通し、景

は

観形成に関する普及啓

、

発を推

進していく。

(

目

2)区民や事業者に完

標

了届出の義務がある旨

達

を引き続き周知してい

成

く。また、届出を通じ

し

て建築計画における景

た

観の質を高める規

制誘

が

導を行うとともに、そ

前

の内容が着実に実行さ

年

れていることを完了届

度

出書により確認・把握

に

していく。

(3)引き

比

続きまち歩き・ワーク

べ

ショップを開催してい

て

き、景観資源の発掘や

数

足立まちの風景資産の

値

選定につなげていく。

が

(4)エリアデザイン

減

計画の区域、防災まち

少

づくりの推進地区、都

し

営住宅建替え事業地区

た

等において、地元まち

。

づくり協議会等を通

じ

各

て意向把握や計画検討

取

を行いながら、東京都

り

の協力のもと地区計画

組

を策定し、協働・協創

み

によるまちづくりを推

内

進していく。

容に工夫の余



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

土地取引適正化事務 資産管理課3549 145 837 982 現状維持 Ｂ

土地区画整理事業 道・道路整備課3937 2,712 26,263 28,975 縮小 Ａ

用途地域見直し事務 都市建設課3962 38,402 43,476 81,878 現状維持 Ａ

景観形成の推進事業 都市建設課3964 3,668 37,656 41,324 改善・変更 Ａ

公共事業に伴う融資あっせん・利子補給事業 道・道路整備課12392 191 4,329 4,520 縮小 Ｂ

サインの整備事業 都市建設課22759 0 4,184 4,184 現状維持 Ａ

合計６事業 45,118 116,745 161,863

3)施施策の手段として位置付け



施

、区と民間が協働して

策

開発手法などを検討・

の

整備していく。

方　　

概

　針

担 当 課 名 まちづく

要

り課（取りまとめ）

電

柱

話 番 号 03-3880

立

-5933 E-mai

て

l machi@cit

9

y.adachi.t

【

okyo.jp

 各地

ま

区における駅前広場等

ち

の拠点整備は地域のま

】

ちづくり協議会等とと

地

もに協働によるまちづ

域

くりを進めている。

竹

の

の塚エリアでは、ＵＲ

個

都市機構主導によるタ

性

ウンマネジメントなど

を

、協創のプラットフォ

活

ームづくりに取り組ん

か

で

いる。

協働・協創
の

し

取 組 み

【目標】11住

た

み続けられるまちづく

都

りを

【ﾀｰｹﾞｯﾄ】

市

11.7　2030年

基

までに、女性、子ども

盤

、高齢者及び障害者を

が

含め、人々に安全で包

整

摂的かつ利用が容易な

備

緑
ＳＤＧｓが

地や公共

さ

スペースへの普遍的ア

れ

クセスを提供する。
目

た

指す目標
【関連する理

ま

由】本施策では、各エ

ち

リアの拠点や周辺地区

施

環境を整備し、緑や公

策

共スペースの創出とと

群

もに、まちへ
（ターゲ

名

ッ
のアクセス性向上に

1

寄与する事業に取り組

1

んでいるため。
ト）と

地

の関
【評価（進捗状況

域

）】駅前広場やUR敷

の

地内の空地等の計画づ

特

くりに関係機関と連携

性

して取り組んでおり、

を

順調に進捗
連及び評価

活

している。

備　　　考

かしたまちづくりを進める

施 策 名 11.2 エリアデザイン計画の推進による拠点開発の展開

■エリアデザイン計画に基づき大学や病院などの拠点及び周辺環境を整備することにより、各エリアの魅力を高める

ことでイメージアップを図り、区内外から住みたくなる、訪れたくなるまちづくりを推進する。

施策の方向
( 目 標 )

■エリアデザインにより、江北エリアの東京女子医科大学附属足立医療センター開院及び周辺の施設・基盤の整備、

花畑エリアの文教大学東京あだちキャンパスの開設、人道橋（花瀬橋）及び親水拠点等の周辺環境整備、竹の塚エリ

アの鉄道高架化、六町エリアの安全安心ステーションの開設など、地域をリードするプロジェクトが完了した。

■その他のエリアデザインとして、西新井エリアの西新井駅西口駅前広場・西新井公園の整備、都営梅田八丁目アパ
現　　　状

ート創出用地に新しいコンセプトの図書館整備、北千住エリアの駅東口や千住大川端の市街地開発、千住大橋駅前用

地の活用事業、綾瀬・北綾瀬エリアの駅前の交通広場整備及び民間開発の誘導、竹ノ塚駅周辺の鉄道高架化後のまち

づくりなど、まちの魅力を高める事業に取り組んでいる。

■その他の地域では、土地利用転換や都市計画事業の進捗に伴い、安心・安全なまちづくりに取り組んでいる。

■拠点開発を進める場合、区による開発に頼ることなく、地域活性化の起

足

爆剤となる民間企業を

立

誘導する手法の検討

が

区

必要である。

■エリア

　

デザインを計画的かつ

令

着実に進めるため、各

和

事業の調整やスケジュ

６

ール整理など、遅滞な

年

くプロジェクトを

進め

度

る必要がある。

■各地

施

区の事業化にあたって

策

は区民等の意見も十分

評

に考慮して進めていく

価

ことが必要である。
課

調

　　　題
■区内の開発

書

状況に目を配り、地区

(

の状況に応じた手法で

令

まちづくりを行う必要

和

がある。

■エリアデザ

５

イン計画を策定する中

年

で、進めるべき拠点開

度

発方針を定め、それに

事

伴う周辺環境整備の方

業

向性を決定す

る。

■拠

実

点開発を進めるにあた

施

っては、各エリアの特

)

徴やそのエリアに必要

1

な機能を担うことがで

 

きる民間企業を誘導し



　績　値 4 5 6 6 R6 11

達　成　率 0% 36% 100% 45% 100% 55% 75% 55% -

指標名 拠点開発に伴う駅前広場等整備面積

定義等 駅前広場が新たに整備された面積
指

単　位 ha 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 3.7 3.7 3.7 3.7 3.9
(5)

実　績　値 3.2 3.2 3.2 3.2 R6 3.9

達　成　率 86% 82% 86% 82% 86% 82% 86% 82% -

指標名 拠点開発に伴う道路・公園整備着手数

定義等 拠点開発に伴う道路・公園整備に着手した数（累計）
指

単　位 カ所 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 11 13 13 18
(6)

実　績　値 10 11 13 13 R6 18

達　成　率 0% 56% 100% 61% 100% 72% 100% 72% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 7,250,703 5,219,224 4,453,188

人件費 228,490 208,067 186,607

総事業費 7,479,193 5,427,291 4,639,795

前年比(金額) 1,856,042 △2,051,902 △787,496

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 エリアデザイン地域内で「暮らしやすい」と感じている区民の割合

定義等 世論調査で「エリアデザイン地域内」に住む住民のうち、「暮らしやすい」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 85.7 87.1 88.5 90
(1)

実　績　値 86 87.6 87.6 86.3 R6 90

達　成　率 0% 96% 102% 97% 101% 97% 98% 96% -

指標名 エリアデザイン地域内で「区に誇りを持っている」と感じている区民の割合

定義等 世論調査で「エリアデザイン地域内」に住む住民のうち、「区に誇りを持っている」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 57.22 59.28 61.34 63.4
(2)

実　績　値 55.1 45.6 44.2 38.9 R6 63.4

達　成　率 0% 87% 80% 72% 75% 70% 63% 61% -

指標名 エリアデザイン地域内で「区を人に勧めたい」と感じている区民の割合

定義等 世論調査で「エリアデザイン地域内」に住む住民のうち、「区を人に勧めたい」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 56.38 58.52 60.66 62.8
(3)

実　績　値 52.9 44.7 44.5 40.4 R6 62.8

達　成　率 0% 84% 79% 71% 76% 71% 67% 64% -

指標名 拠点開発着手数

定義等 拠点開発に着手した施設又はエリアの数（累計）
指

単　位 カ所 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 5 6 8 11
(4)

実



５

６１号線の進捗に合わ

．

せた竹ノ塚駅西口の段

３

階的

な駅前広場整備を

ポ

進め、目標達成を目指

イ

していく。

【指標６】

ン

　補助第１３８号線（

ト

江北）は、令和６年度

、

中に着工の見込みであ

「

る。

　補助第２５５号

区

線や西新井公園は、整

を

備着手の前段階として

人

地権者との交渉や用地

に

測量を行っており、引

勧

き続き関係所管との連

め

携や綿密な準備・調整

た

等により、進捗に応じ

い

た計画に沿って拠点開

」

発の着手を目指してい

が

く。

４．１ポ

イントとそれぞれ前年を下回った。また、全ての指標で目標値を下回った。

　３つ

4

の指標は、区全体の傾

 

向と同様に前年と比べ

担

て下がっているが、エ

当

リアデザイン地域内の

部

実績値は依然としてエ

に

リアデザイ

ン地域外よ

お

りも高いことから、綾

け

瀬、北綾瀬など各エリ

る

アの取り組みが評価さ

評

れていると考える。

　

価

綾瀬駅東口や北綾瀬駅

（

の交通広場整備、江北

部

エリアのすこやかプラ

長

ザあだちの建設や無電

評

柱化工事、六町駅前区

価

有地活用など、

まちづ

－

くりの取り組みが目に

１

見えるかたちで進んで

次

いるエリアは、「暮ら

評

しやすさ」や「人に勧

価

めたい」が前年を上回

）

っている。

　綾瀬駅東

そ

口や千住大橋駅につい

の

ては、用地の活用に関

１

するアンケート調査を

1

行い、綾瀬駅東口では

)

約３，０００票、千住

施

大橋駅

では約２，３０

策

０票の回答を得た。ま

の

た、各地区のまちづく

達

り協議会でも活発な意

成

見交換が行われる等、

状

区民の関心や期待が上

況

が

っていることが伺え

と

る。

【指標４】

　令和

そ

５年度は、「新しいコ

の

ンセプトの図書館」「

原

六町駅前開発」が着工

因

予定であったが、資材

の

価格の高騰等の理由に

分

より工事着

手には至ら

析

なかった。

【指標５】

【

　令和５年度は駅前広

指

場等の整備実績はなか

標

ったが、西新井駅西口

１

周辺地区については、

～

用地買収に向けた交渉

３

や補償費の算定を

行っ

】

たり、バス停待機者の

　

滞留を防ぐための改良

実

工事を行ったりした。

績

【指標６】

　令和５年

値

度は道路・公園整備の

は

着手予定がなく実績は

「

なかった。

2)達成状

暮

況と原因分析を踏まえ

ら

た今後の方向性

【指標

し

１～３】

　駅前広場整

や

備や民間開発の誘導、

す

拠点開発の着手等、エ

い

リアデザインを計画的

」

かつ着実に進めていく

が

。

　整備した施設を中

１

心にハード・ソフト両

．

面からまちづくりを推

３

進していくことにより

ポ

、区民が「暮らしやす

イ

い」「区に誇りを持

っ

ン

ている」「区を人に勧

ト

めたい」と感じる割合

、

をさらに増やし、区の

「

イメージアップにつな

区

げていく。

【指標４】

に

　引き続き関係所管と

誇

の連携や綿密な準備・

り

調整等により、進捗に

を

応じた計画に沿って「

持

新しいコンセプトの図

っ

書館」等拠点開発

の着

て

手を目指していく。

【

い

指標５】

　綾瀬駅東口

る

交通広場・北綾瀬駅前

」

広場や西新井駅西口駅

が

前広場の整備、補助２



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

地区まちづくり計画及び地区計画推進事業 まちづくり課3970 98,236 126,357 224,593 現状維持 Ａ

北千住駅東口周辺まちづくり事業 まちづくり課3986 0 20,920 20,920 現状維持 Ａ

住宅市街地総合整備事業 まちづくり課21956 0 12,552 12,552 現状維持 Ａ
竹の塚鉄道立体化及び関連都市計画事業資金積立基金積立
金

都市建設課23798 2,746 4,184 6,930 現状維持 Ａ

鉄道立体化の促進事業 交通対策課23802 4,352,206 22,594 4,374,800 縮小 Ａ

合計５事業 4,453,188 186,607 4,639,795

3)施施策の手段として位置付け



施

令和６年）・大谷田地

策

区（令和５年～１０年

の

）で区営住宅の建替え

概

・集約化を進める。

　

要

令和２年１２月より居

柱

住支援協議会を設置し

立

、不動産関係団体、学

て

識経験者、居住支援団

9

体等の協力を得ながら

【

、

課題解決に向けて関

ま

係機関へつないでいく

ち

等、住宅確保要配慮者

】

に寄り添った居住支援

地

を促進していく。
方　

域

　　針

担 当 課 名 建・住

の

宅課（取りまとめ）

電

個

話 番 号 03-3880

性

-5963 E-mai

を

l juutaku@c

活

ity.adachi

か

.tokyo.jp

　

し

建築防災課、開発指導

た

課と連携し、住宅の耐

都

震工事、住戸面積の確

市

保等を誘導し、居住環

基

境の改善及び良質な住

盤

宅

の供給につながるよ

が

う取り組みに努めてい

整

る。

　関係所管（福祉

備

まるごと相談課、生活

さ

支援推進課、高齢者地

れ

域包括ケア推進課、親

た

子支援課、子どもの貧

ま

困対策・

協働・協創 若

ち

年者支援課）及び区内

施

不動産団体と連携して

策

、住宅確保要配慮者の

群

居住支援に取り組んで

名

いる。

の 取 組 み

【目標

1

】11　住み続けられ

1

るまちづくりを　【タ

地

ーゲット】11.1　

域

2030年までに、す

の

べての人々に対し、適

特

切、安全

かつ安価な住

性

宅及び基本的サービス

を

へのアクセスを確保し

活

、スラムを改善する。

か

ＳＤＧｓが
【関連する

し

理由】公営住宅の管理

た

運営および整備を行い

ま

、良質で安価な住宅を

ち

供給していく。また、

づ

住宅確保要配慮
目指す

く

目標
者の住宅確保につ

り

いて、事業展開し行政

を

評価することで、寄り

進

添った支援体制を構築

め

する。
（ターゲッ

【評

る

価】令和３年度から開

施

始したお部屋さがしサ

策

ポート事業を指標に追

名

加したことで、事業実

1

績を行政評価で分析し

1

ト）との関
可視化する

.

ことができた。当事業

3

は、住宅セーフティネ

安

ットとしての役割を担

心

い、高齢者をはじめと

し

する住宅の確保
連及び

て

評価
が困難な方々への

住

スムースな住居提供を

み

目指してさらなる強化

続

を図っていく。

指標(

け

3)  R6目標値に

ら

ついて、R2年度に助

れ

成メニューを増やし達

る

成したため、20件か

住

ら80件に修正する。

宅

備　　　考 指標(6)

環

  R6目標値につい

境

て、高齢者を中心に相

の

談件数がR3年度から

整

目標値を超えたため、

備

150件から270件

　

に修正す

る。

区民のライフスタイルに対応した豊かな住生活を形成するために、開発や修繕等の機会を捉え、良質な住宅供給を

誘導していく。

　「住宅確保要配慮者」（低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子どもを養育する者その他住宅の確保に特に配

施策の方向 慮を要する者）に対して、地域の関係団体等と連携した支援を講じていくことで、民間賃貸住宅への入居を促進して

( 目 標 ) いく。

　集合住宅の建築及び管理に関する条例や環境整備基準に基づき、ファミリー世帯をはじめ、若年層や単身高齢者に

配慮した良質な住まいがバランスよく供給されるよう取組んでいる。

　区営住宅の建替えおよび長寿命化を行い、長期にわたり安全かつ快適に住まうことができる良質な住宅提供を行っ

ている。また、ライフステージの変化にも対応して快適に暮らすことができるよう、公営住宅のバリアフリーやユニ
現　　　状

バーサルデザインを推進している。

　不動産団体との連携強化により、住み慣れた足立区で住み替えを希望する高齢者や子育て世帯等へ民間賃貸住宅の

入居支援を行っている。

　さらなる少子超高齢社会の進展は、地域を支える活力の低下をもたらすため、魅力的な住宅施策を推進し、若い世

代の定住・定着につなげていくことが重要。

　多様な居住ニーズに対応する

足

ために、新たに供給さ

立

れる良質な住宅に加え

区

、既存住宅の活用が必

　

要である。

　住宅確保

令

要配慮者は、保証人を

和

確保できないことをは

６

じめ、複数の課題を抱

年

えているため、住宅の

度

あっせんに加え

て、相

施

談者が抱える個々の課

策

題を紐解き、寄り添っ

評

た支援体制を構築して

価

いく必要がある。
課　

調

　　題
　小規模住棟の

書

区営住宅が分散してい

(

ることで、修繕時期が

令

集中するなど管理効率

和

の低下を招いており、

５

集約管理を

進めていく

年

必要がある。

　長期に

度

わたり良好な状態で使

事

用できる優良な住宅の

業

建設を誘導する。

　住

実

まいに関する相談窓口

施

、助成制度を活用し、

)

既存ストック住宅の更

1

新、改良を推進する。

 

　新田（平成３１年～



保に至った割合

定義等 お部屋さがしサポート事業のお部屋紹介によって民間賃貸住宅に成約した割合
指

単　位 % 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 50 65 65 50
(5)

実　績　値 - 61.5 48.5 48.2 R6 50

達　成　率 0% 0% 123% 123% 75% 97% 74% 96% -

指標名 あだちお部屋さがしサポート事業利用者数

定義等 お部屋さがしサポート事業の窓口相談を利用された延べ相談者数
指

単　位 人 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 150 250 260 270
(6)

実　績　値 - 243 295 384 R6 270

達　成　率 0% 0% 162% 90% 118% 109% 148% 142% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 420,519 932,439 1,434,886

人件費 197,821 208,911 219,852

総事業費 618,340 1,141,350 1,654,738

前年比(金額) 36,940 523,010 513,388

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 暮らしにくいと感じる理由として、家の広さなどの居住環境が悪い割合（低減目標）

定義等 世論調査で、特に暮らしにくいと感じることとして「家の広さなどの居住環境が悪いこと」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 11 10 10 9
(1)

実　績　値 10.8 16.2 10.2 16.9 R6 9

達　成　率 0% 83% 68% 56% 98% 88% 59% 53% -

指標名 着工戸建住宅の長期優良住宅認定割合

定義等 新規に着工される戸建住宅のうち、長期優良住宅と認定された住宅の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 18 18 19 19 20
(2)

実　績　値 13.42 13.27 13.63 16.81 R6 20

達　成　率 75% 67% 74% 66% 72% 68% 88% 84% -

指標名 住宅改良助成事業の助成件数

定義等 助成申請件数
指

単　位 件 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 70 80 80 80
(3)

実　績　値 48 77 88 194 R6 80

達　成　率 0% 60% 110% 96% 110% 110% 243% 243% -

指標名 戸建て・分譲マンション等の住まいに関する相談・アドバイザー派遣件数

定義等 住まいに関する相談・アドバイザー派遣実績件数
指

単　位 件 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 120 130 130 150
(4)

実　績　値 72 65 92 92 R6 150

達　成　率 0% 48% 54% 43% 71% 61% 71% 61% -

指標名 あだちお部屋さがしサポート事業を通じて、住宅確



に評価が下がった。

　指標２は、昨年度より改善したが目標値は下回った。依然として低い要因は、昨今の建設費高騰などにより、適

4

合申請費の削減

などが

 

影響していると思われ

担

る。

　指標３は、目標

当

値を大きく上回った。

部

特にモニター付インタ

に

ーフォンの申請が増え

お

たことが要因である。

け

　指標４は、昨年度と

る

同様で目標値を下回っ

評

た。新たに始まった分

価

譲マンション管理計画

（

認定制度の相談は増え

部

たが、制度自体の

浸透

長

が低いことなどにより

評

、想定の増加につなげ

価

られなかったのが要因

－

かと考えられる。

　指

１

標５は、目標値を下回

次

った。指標６の相談者

評

が年々増加している中

価

で住宅の成約に至らな

）

いのは、相談者のキャ

そ

ンセルや希望

条件と市

の

場価格等の乖離、また

１

は福祉的課題が大きな

1

要因と考えられる。

　

)

指標６は、目標値を大

施

きく上回った。広報や

策

不動産協会のセミナー

の

等にて周知を図り、関

達

係所管の事業認知も進

成

んだことが結果

につな

状

がったものと思われる

況

。

2)達成状況と原因

と

分析を踏まえた今後の

そ

方向性

　新たに始まっ

の

た、昭和５６年６月か

原

ら平成１２年５月まで

因

に建設された木造住宅

の

への耐震診断および改

分

修・解体工事助成と併

析

せ

て、住宅改良助成の

　

周知も行い、安心で安

指

全な暮らしやすい居住

標

環境を推進する。

　分

１

譲マンション施策につ

は

いて、管理計画認定制

、

度の浸透を図るために

目

今年度から区内各所で

標

出張セミナーおよび個

値

別相談を実施

する。ま

を

た、管理組合や居住者

下

への個別対応として、

回

マンション管理アドバ

っ

イザー派遣や住まいの

た

相談の利用を促してい

。

く。

　居住支援につい

世

て、不動産協会や居住

論

支援法人と連携して、

調

あだちお部屋さがしサ

査

ポート事業の成約割合

の

を増やしていくのと同

結

時に、福祉的要因が課

果

題の方には福祉まるご

で

と相談課などの関係所

は

管と連携して課題解決

、

を図る。

千住や関原地域など住宅密集地を中心



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

開発指導事務 建・開発指導課3995 1,871 60,174 62,045 現状維持 Ａ

区営住宅管理事務 建・住宅課4004 201,670 40,091 241,761 現状維持 Ａ

一般区営住宅改修整備資金積立基金積立金 建・住宅課4006 152,011 837 152,848 現状維持 Ｂ

区営住宅更新事業 建・住宅課4007 1,045,766 33,472 1,079,238 現状維持 Ａ

住宅施策推進事務 建・住宅課4008 19,073 53,480 72,553 改善・変更 Ａ

住宅改良助成事業 建・建築防災課4009 14,495 6,694 21,189 現状維持 Ａ

公共住宅再編事務 建・住宅課12042 0 25,104 25,104 現状維持 Ａ

合計７事業 1,434,886 219,852 1,654,738

3)施施策の手段として位置付け



施

取りまとめ）

電 話 番 号

策

03-3880-54

の

23 E-mail mi

概

dori@city.

要

adachi.tok

柱

yo.jp

・　地域住

立

民や事業者による公園

て

等の自主管理や花植え

9

活動

・　あだち放課後

【

子ども教室やサロン豆

ま

の木等との連携による

ち

講座の実施

・　エリア

】

デザイン担当やユニバ

地

ーサルデザイン担当、

域

まちづくり部署との連

の

携による公園の整備

協

個

働・協創
の 取 組 み

【目

性

標】11 住み続けら

を

れるまちづくりを　【

活

ターゲット】11.7

か

 2030年までに、

し

女性、子ども、高齢者

た

及び障害者を

含め、人

都

々に安全で包摂的かつ

市

利用が容易な緑地や公

基

共スペースへの普遍的

盤

アクセスを提供する。

が

　【関連する理由
ＳＤ

整

Ｇｓが
】民有地の緑化

備

推進や目的に合わせて

さ

選べる公園整備により

れ

、身近な空間に緑を増

た

やし、誰もが利用でき

ま

る公園を提
目指す目標

ち

供する。　【評価】緑

施

化活動に取り組む「ひ

策

とづくり」、公園整備

群

による「まちづくり」

名

により、公共スペース

1

づく
（ターゲッ

りを行

1

っている。　【目標】

地

17 パートナーシッ

域

プで目標を達成しよう

の

　【ターゲット】17

特

.17 様々なパート

性

ナーシ
ト）との関

ップ

を

の経験や資源戦略を基

活

にした、効果的な公的

か

、官民、市民社会のパ

し

ートナーシップを奨励

た

・推進する。　【関連

ま

連及び評価
する理由】

ち

地域住民による公園等

づ

の管理の支援や、民間

く

事業者との連携による

り

公園活用の拡充を推進

を

する。　【評価

】多様

進

な団体による公園、樹

め

林、事業所等での美化

る

活動がみられ、主体的

施

にイベント等を実施し

策

ている団体もある。

達

名

成状況により令和4年

1

度目標値から上方修正

1

【成果指標2、活動指

.

標2-2】

備　　　考

4 緑のある空間の創出や自然環境の保全

　区民が、個人でも、楽しく、気軽に緑や自然に触れ合える機会を創出するとともに、区民や事業者との協創体制を

推進することで、自ら緑や公園、自然を守り育むひとを増やしていく。

　計画的かつ効率的な公園改修を実現するとともに、貴重な民有樹林や農地を保全することで、魅力のある緑を実感

施策の方向 できるまちづくりを推進していく。

( 目 標 )

　公園の自主管理や保存樹木制度、緑化・自然の普及啓発事業を通じて、区民とともに緑や公園を守っている。

　まちづくりの進展やパークイノベーションの推進を背景に魅力のある公園の整備が進み、１人あたりの公園面積は

約4.7㎡となり、「足立区立公園条例」で定める５㎡以上に近づいている。

　防災・減災、環境・景観の向上等、民有地を含めた緑や空地が持つ機能の必要性が見直されている一方で、都市化
現　　　状

の進展に伴い、民有地の緑が減少している。

　公園や緑に関わる活動団体の構成員は高齢化が進んでいるため、子育て、観光、福祉等の自主活動団体や学校、民

間企業などとの連携により様々な世代の参画を働きかけていく必要がある。

　公園の老朽化が進む中、限られた財源で改修していくため、既存施設の再生・延命化を図り安全性を維持する必要

がある。

　新型コロナウイルス感染症等の流

足

行により、暮らしや働

立

き方だけではなく、公

区

園の利用の仕方も大き

　

く変化してお
課　　　

令

題
り、新しい生活様式

和

に対応していく必要が

６

ある。

　区民が緑の効

年

果を実感できるよう、

度

身近な生活空間に緑を

施

増やしていく必要があ

策

る。

　緑や公園を守り

評

育むために自ら行動し

価

活動する人を増やすと

調

ともに、その活動を広

書

げつなぐ仕組みを作る

(

。

　地域の意見を聞き

令

ながら計画的に公園を

和

改修し、安全かつ地域

５

の特性を活かした魅力

年

ある公園づくりを進め

度

る。

　まとまりのある

事

貴重な樹林を保存樹林

業

に指定することや、「

実

特定生産緑地制度」の

施

活用等により、民有地

)

の緑の保

全を推進する

1

。

方　　　針

担 当 課 名

 

道・パークイノベ課（



実　績　値 27.2 62.9 60.9 60 R6 64.4

達　成　率 0% 42% 215% 98% 96% 95% 94% 93% -

指標名 【活動2-1】パークイノベーションに基づく、公園の改修、整備数（累計）

定義等 パークイノベーションの考え方に基づき、改修・新設した公園の数
指

単　位 か所 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 59 69 79 89
(5)

実　績　値 51 55 60 69 R6 89

達　成　率 0% 57% 93% 62% 87% 67% 87% 78% -

指標名 【活動2-2】特定生産緑地面積（累計）

定義等 特定生産緑地の指定面積（累計）
指

単　位 ha 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 12.7 21.1 21.8 21.8
(6)

実　績　値 14.24 20.69 20.5 20.5 R6 21.8

達　成　率 0% 65% 163% 95% 97% 94% 94% 94% -

単位:千円

3 投入コスト 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

事業費 3,596,211 4,076,415 4,383,854

人件費 626,745 519,553 536,963

総事業費 4,222,956 4,595,968 4,920,817

前年比(金額) △84,710 373,012 324,849

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】緑化活動に参加した区民の割合

定義等 世論調査で「この１年間に緑を増やしたり、育てる取り組みに参加した」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 16.5 16.8 17.1 17.4
(1)

実　績　値 13.5 17.3 18 16.5 R6 17.4

達　成　率 0% 78% 105% 99% 107% 103% 96% 95% -

指標名 【活動1-1】緑や公園、自然に親しむ講座等の実施回数

定義等 緑の普及啓発講座や公園で行う自然に親しむ講座等の実施回数
指

単　位 回 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 444 455 465 476
(2)

実　績　値 412 616 623 661 R6 476

達　成　率 0% 87% 139% 129% 137% 131% 142% 139% -

指標名 【活動1-2】みどり豊かな景観形成に取組む区民・団体数

定義等 公園等の管理、花壇や緑地・大木の管理、緑によるまちの美化、農業支援に取り組む区民・団体数
指

単　位 人、団体 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 1,219 1,250 1,281 1,312
(3)

実　績　値 1,169 1,218 1,238 1,233 R6 1,312

達　成　率 0% 89% 100% 93% 99% 94% 96% 94% -

指標名 【成果2】まちなかの花や緑が多いと感じている区民の割合

定義等 世論調査で「まちなかの花や緑が多い」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
目　標　値標

目　標　値 - 29.3 63.4 63.9 64.4
(4)



材

を継続するため、活動

の

者の目線に立った支援

育

体制を整える。

・緑の

成

協力員が任期後の活動

に

を実践継続するため、

取

令和3年度より任期後

り

を見据えたスキルアッ

組

プ講座で支援している

ん

。

　さらに任期を終え

で

た方を交えた意見交換

き

等を実施し、新たにN

た

PO団体登録（申請中

も

）を行い、活動の取組

の

み方について

　再構築

の

を進める。

・これらの

、

周知、活動支援、講座

目

開催による人材育成の

標

取組みを進め、【成果

値

１】緑化活動に参加し

よ

た区民の割合の増加を

り

　目指す。

【成果2、

や

活動2－1、活動2－

や

2】

・パークイノベー

下

ションによる公園改修

回

については、他機関と

っ

の調整・連携を図り、

た

円滑に進めていく。入

。

札不調への対応

　とし

【

て、発注時期の見直し

活

と適正な工期の確保を

動

行い、さらなる改善に

1

つなげていく。

・特定

－

生産緑地の指定につい

1

ては、申請期限をむか

】

える農業者に対し、個

　

別に制度を案内する。

緑

あわせて、農業の支え

の

手となる、

　上記【活

普

動1－2】の指標に含

及

まれる農業ボランティ

啓

アの養成にも引続き取

発

り組んでいくことで、

事

生産緑地等の農地を保

業

全して

　いく。

・これ

と

らの公園等の魅力向上

し

や保全の取組みにより

て

、【成果2】まちなか

、

の花や緑が多いと感じ

屋

ている区民の割合の増

内

加を

　目指す。

外での植物材料を使っ

4

た工作体験、公園での

 

生き物観察等の講座を

担

実施した。大型イベン

当

トでの

企画で悪天候に

部

より一部中止があった

に

ものの、目標値を大き

お

く上回り前年度実績を

け

やや上回った。

　

【活

る

動1－2】

　令和4年

評

度より再開した農業ボ

価

ランティア養成講座の

（

新規登録や、保存樹木

部

樹林の新規登録、花の

長

あるまちかど事業や花

評

壇管理

団体等の増加が

価

あったものの、団体の

－

高齢化等に伴う登録解

１

除もあったため、目標

次

値を下回る結果となっ

評

た。

【成果2】

　令和

価

3年度に世論調査の設

）

問を変更したため、そ

そ

の結果を基準に、令和

の

4年度以降の目標値を

１

上方修正している。令

1

和5年度の実

績は、前

)

年度と横ばい程度で、

施

目標値を下回った。

　

策

この設問については、

の

地域別で数値の差が大

達

きくなっており、舎人

成

・入谷や中川地域など

状

、都立公園や緑被率が

況

比較的高い地域

で数値

と

が高くなっているなど

そ

、各地域のまちの特徴

の

が大きく影響している

原

と考えられる。

　

【活

因

動2－1】

　パークイ

の

ノベーションによる公

分

園の整備については、

析

新設2か所、改修7か

【

所の実績があった。

　

成

累計数では目標を下回

果

っているが、年間10

1

か所程度の目標に対し

】

て、9か所の整備を行

　

った。1か所について

花

は契約不調である。

【

や

活動2－2】

　令和2

緑

年度から4年度に特定

に

生産緑地地区の手続き

興

対象となる生産緑地地

味

区の指定から30年を

を

むかえる農地が多く、

持

令和3年度に

当初の目

っ

標値16.9ヘクター

て

ルを達成したため、今

も

後の対象面積等をふま

ら

え、令和4年度以降の

う

目標値を上方修正した

企

ところである

が、令和

画

5年度は、新規の特定

の

生産緑地の申請はなか

実

ったため、数字の変化

施

がなく目標値を下回っ

や

た。

　今後、令和9年

、

度までは特定生産緑地

花

の申請対象となる生産

や

緑地地区がなく、目標

緑

値を下回る状況が続く

の

見込みである。

2)達

育

成状況と原因分析を踏

成

まえた今後の方向性

【

・

活動1－1、活動1－

保

2】

・新たに活動を始

全

める団体・個人がいる

を

一方で活動辞退が増加

リ

傾向である。

　新規の

ー

活動団体等を増やすた

ド

めの周知は引続き行う

す

。

　一方、活動辞退理

る

由を把握し、現在活動

人

している団体等が活動



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

拠点公園の運営管理委託事業 道・パークイノベ課3930 711,462 50,187 761,649 現状維持 Ａ

水路の整備事業 道・道路整備課20752 116,637 6,694 123,331 現状維持 Ｂ

水路の整備事業 都市建設課20756 8,646 7,531 16,177 現状維持 Ａ

緑と公園推進事務 道・パークイノベ課20779 44,396 55,953 100,349 現状維持 Ｂ

公園等の整備事業 道・パークイノベ課20788 1,416,212 78,659 1,494,871 現状維持 Ａ

緑の普及啓発事業 道・パークイノベ課20799 20,315 51,656 71,971 改善・変更 Ｂ

民間緑化推進助成事業 道・パークイノベ課20823 26,304 40,016 66,320 改善・変更 Ａ

緑の基金積立金 道・パークイノベ課20832 3,880 2,510 6,390 現状維持 Ａ

公園・親水施設等の設備維持管理事業 道・安全設備課23166 35,594 5,021 40,615 現状維持 Ｂ

東部地区公園・親水施設等の維持管理事業 道・東部道公維持課23171 1,042,300 118,632 1,160,932 現状維持 Ｂ

西部地区公園・親水施設等の維持管理事業 道・西部道公維持課23176 956,810 116,757 1,073,567 現状維持 Ａ

公園等のポンプ類整備事業 道・安全設備課23333 1,298 3,347 4,645 改善・変更 Ｂ

合計１２事業 4,383,854 536,963 4,920,817

3)施施策の手段として位置付け


